
資料２

(２) 経営環境の変化について



経営環境の変化

経営ビジョンを策定した令和２年度から５年間
で、流域下水道事業の経営を取り巻く環境は

大きく変化している。

① 物価等の上昇（物価、人件費、金利）

② 交付金内示率の減少

③ 新たな社会的要請
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○ 消費者物価指数

⇒令和４年度以降の上昇率が

大幅に増大

○ 建設工事デフレーター（国土交通省、土木総合：下水道）

⇒連続して上昇しており、

令和３年度以降の上昇率が

大幅に増大
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2 物価等の上昇（物価）



○ 企業向けサービス価格指数（日本銀行）

連続して上昇している。

⇒過年度と比較して、

令和３年度以降の

上昇率が大幅に増大

○ 流域下水道事業における

電気代の実績

⇒過年度と比較して、

令和４・６年度の

実績額が大幅に増大

（令和５年度は特殊事情により抑制）
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3 物価等の上昇（物価）



○ 公共工事設計労務単価（国土交通省、全国全職種平均値）

13年連続で上昇しており、過年度と比較して令和４年度以降

の上昇率が増大している。

4 物価等の上昇（人件費）



○ 神奈川県人事委員会の

給与改定に関する勧告

（月例給の公民給与の平均較差率）

⇒令和４年度以降大幅に上昇

（参考）流域下水道事業における

職員費の実績

⇒ビジョン策定時と比較して

実績はほぼ横ばい
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5 物価等の上昇（人件費）

月例給の公民給与の平均較差率
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○ 公的資金の金利動向

（地方公共団体金融機構）

⇒ビジョン策定時と比較

して、金利は上昇傾向

○ 流域下水道事業に

おける起債金利の実績

⇒ビジョン策定時と比較

して、金利は上昇傾向
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6 物価等の上昇（金利）
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○ 令和３～６年度の交付金の収入額実績は、経営ビジョンの

計画額（累計約156億円）に比べて△約40億円（累計約116億円）

○ 交付金内示率は、減少傾向（R3：97.8％⇒R7：55.8％）
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7 交付金内示率の減少（要望額･内示額対比）



国の交付金予算額は頭打ちで、

今後の大幅な増額は見込めない。

8 交付金の規模



近年、下水道に対する新たな社会的要請が高まっている。
要請事項 具体的な要請の動向

下水管の健全性
の確保（事故の
未然防止）

●埼玉県八潮市の道路陥没事故を受けた国の緊急点検等の要請（R7.1～）

●国の有識者委員会※１における検討と提言（R7.2～）

●国の検討会※２における点検等に関する具体的な技術基準の検討開始(R7.8～)

・下水管の維持管理等に関する基準の見直し
（例）維持管理に関する基準（点検の頻度、方法、判定等）

（例）構造に関する基準（リダンダンシー※３やメンテナビリティの確保）
（例）「見える化」に向けた維持管理等の情報管理

脱炭素社会実現、
資源の有効利用

●2050年カーボンニュートラル宣言、地球温暖化対策計画（R7.2）

●政府の食料安定供給・農林水産業基盤強化本部での首相指示（R4.9）

（肥料の国産化・安定化）

・県庁全体の排出量の約４割を占める流域下水道としての取組強化
・食料安全保障の強化や循環型社会の実現に向けた下水汚泥の有効利用

管理・更新の
更なる効率化

○ 民間活力の活用に係る国のアクションプランにおける、

上下水道分野における「ウォーターPPP（W-PPP）※４」の推進
○ W-PPP導入に係る国交付金の要件化（Ｒ９交付金～）

・持続可能な事業運営に向けて本格的な官民連携方式の導入を検討

※１ 下水道等に起因する大規模な道路陥没事故を踏まえた対策検討委員会 （国土交通省）
※２ 下水道管路マネジメントのための技術基準等検討会（国土交通省）
※３ 英語で冗長性・余剰を意味し、インフラやシステムに予備や重複を持たせることで、一部に故障や異常が発生しても、全体の機能不全を

防ぐための概念。
※４ 長期契約（原則10年）、性能発注、管理・更新一体マネジメント、プロフィットシェアを特徴として包括的に委託する官民連携方式。

9 新たな社会的要請
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